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事 業 実 績 の 概 要 

 

 国際教養大学は、全国で初めての地方独立行政法人として設置された公立大学であり、グロー

バル化社会にあっては、多様な価値観や世界観を学び、諸問題の解決に努めながら、人類の未来

を切り拓いていくことが求められるという認識の下、英語をはじめとする外国語の卓越したコミ

ュニケーション能力と、豊かな教養、グローバルな視野を伴った専門知識を身に付けた実践力の

ある人材を育成し、国際社会と地域社会に貢献することを目標として、平成 16 年４月１日に開

学した。 

 その運営にあたっては、秋田県から示された中期目標と、それに対応する中期計画及び年度計

画を指針として事業活動を実施しており、平成 26 年度の事業実績は以下のとおりであり、順

調に推移している。 

 

１．教育・研究における質の維持・向上について 

 

(1) 基本的な教育 

 実践的な英語の運用能力を養成するため、英語集中プログラム（ＥＡＰ）では、入学直後

のＴＯＥＦＬに基づく能力別クラス編成を行い、英語レベルに応じた少人数による教育を実

践した。その結果、順調に次の段階へ進んでおり、本学が目指した学生の英語力の水準が確

保されている。 

 言語異文化学修センター（ＬＤＩＣ）では、ＥＡＰ及び基盤教育（ＢＥ）の外国語科目に

おいて必須としている実践科目を担当し、学生が自ら学修計画を立て個々の能力に応じて学

修する自律学修教育を推進した。 

 基盤教育では、幅広い知識と教養を身に付けることを目的に、社会科学、芸術・人文科学、

数学・自然科学等、多様なカリキュラムを提供したほか、実践的な業務展開に必要なコンピ

ュータスキルを養成するため、「コンピュータ・リテラシー」などの授業科目を提供した。 

 専門教養教育のグローバル・ビジネス課程では、経済学、会計学、金融論、国際経済等ビ

ジネスに関する基礎理論と知識の修得を図るためのカリキュラムを提供し、グローバル・ス

タディズ課程では、北米、東アジア及びトランスナショナルを対象とする地域研究を基礎に、

地域研究に係る基礎知識と手法の理解等の修得を図るためのカリキュラムを提供し、専門基

礎知識及び総合的知識を養成した。 

キャリア開発支援では、就職先の開拓を推進するとともに、キャリアデザイン科目（授業）

の提供、インターンシップ（就業体験）、留学前キャリアガイダンス、留学中の学生への就

職指導、企業を招いての就職説明会等の進路指導を実施した結果、平成26年度卒業生の就職

内定率は、100％となった。 

教職課程では、実践的な教育の提供ができる教員を養成するため、英語教育プログラムで
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身に付けた高度な英語力や、基盤教育から学んだ幅広い知識を生かす英語教員養成プログラ

ムを提供した。 

また、専門職大学院グローバル・コミュニケーション実践研究科では、高度な知識と実践

力を備えた専門職業人及び教育者を養成するため、英語教育、日本語教育及び発信力の各領

域での実践的なスキル修得を提供した。 

 

(2) 学生生活に対する支援 

 学業上の助言や、留学、就職など様々な相談に応じるため、アカデミック・アドバイザー

を配置し、学生が相談しやすい体制を確保した。 

 また、カウンセラーを配置し、メンタルヘルス等の相談に応じ、学生の心理面における負

担軽減に努めたほか、授業料減免、本学独自の奨学制度等により、経済的支援を継続した。 

さらに、学生寮及びカフェテリアの運営について、学生生活委員会、学生寮生活委員会を

設置し学生からの要望等に対応するなど、学内生活の改善、向上に努めるとともに、学生会

館を学生活動の拠点とし、クラブ活動や同窓会活動をサポートする等、活発な学生活動を支

援した。 

 

(3) 学生の確保 

 優秀な学生の確保は本学の重要課題であり、一定水準以上の基礎学力を有するとともに、

多彩な能力や資質を備え、真に学ぶ意識を持つ学生を選抜するため、ＡＯ入試等の特別選抜、

大学入試センター試験の活用、独自の試験日程設定による一般選抜など、多様な形態により

入学者選抜を実施した。 

 平成27年度入学試験は、1,630名から出願があり、受験者数1,456名、正規学生170名が

入学した。また、この他に６名が編入学している。４月入学の一般選抜試験の出願者数は前

年度より減少したものの、1,362 人が出願し、倍率は 13 倍と高い倍率を維持することができ

た。 

 優秀な学生の確保のため、大学説明会を全国６都市で開催したほか、７月、９月及び10月

にオープンキャンパスを実施した。オープンキャンパスの参加者数は、延べ2,150名となり、

前年度に引き続き、多くの方に御参加いただいた。 

一方、県内出身学生の確保を図るため、県内の全ての高校を個別訪問し、本学の教育理念

や入試制度を説明するなどのＰＲ活動を行った。なお、主要進学校や国際系コースを設置し

ている高校には複数回訪問し、積極的な広報に努めた。 

さらに、県内の高校生のみを対象とした入試制度「グローバル・セミナー入試」を募集定

員10名で実施し、出願者数46名、17名の県内高校生がこの入試により入学した。 

 



 - 3 - 

(4) 異文化体験、国際交流 

多様な異文化交流ができる学内環境、本学学生の留学先等の確保のため、新たに13の海外

の大学と学術交流協定を締結した。平成27年３月現在、46カ国・地域173大学まで提携拡大

を進めた。地域別の内訳は、北米53校、ヨーロッパ66校、アジア36校、オセアニア12校、

アフリカ３校、南米３校である。提携先大学は極めてバランスよくその多様性を維持してお

り、学生の多様な留学ニーズに応えている。 

 それらの提携校を中心に受入れた留学生は、地域の伝統行事、観光イベント、学校等との

異文化交流事業に積極的に参加し、幅広い世代との交流を行った。本学では、これまで平成

19年度に八峰町、平成20年度に大仙市、平成22年度に男鹿市、平成23年度に由利本荘市、

平成 24 年度に美郷町と国際交流に関する協定を締結しており、平成 26 年度は新たに仙北市

と協定を締結した。平成 26 年度は留学生の小・中学校等との交流（受入れ・派遣）件数 200

回を目標にしていたが、協定を締結している市町以外とも積極的に交流し、目標を上回る246

回の交流を実施した。双方向の活発な交流を通じ、県民の異文化体験、国際交流の機会を多

く創出することができた。 

 

２．地域貢献・国際貢献の実践について 

 

  本学の持つ機能や人的資源を積極的に活用してもらうため、様々な取り組みを行った。 

県内教育機関と連携し、高校の英語授業への教員派遣、高校生を対象とした模擬授業などを

実施したほか、行政、教育機関、企業、各種団体が主催する講演会、委員会等へ教職員を派遣

した。 

平成26年度は、公開講座等を年21回開催した。公開講座「親子で参加できるEnglish 

Immersion Program：英語を楽しく学んで話してみよう！！」、市民セミナー「気候

変動、エネルギー、そして持続可能な社会」（全４回）、東アジア調査研究センター

（ＣＥＡＲ）セミナー「グローバル時代にヨーロッパ農政から学ぶこと」及び「日本

海をつなぐ情熱～秋田と延邊とプリモーリエの友情と協力」並びにＣＥＡＲ寄附講座

「東南アジアの今」（全 10 回）を実施したほか、元ＡＳＥＡＮ事務総長による公開

講演会「ASEAN の成長は日本の地方に何をもたらすか」並びにロシア、ドイツ及びフ

ランスの駐日大使による連続公開講演会を開催した。 

ＣＥＡＲでは、韓国、ロシア、中国、ＡＳＥＡＮなどとの交流に関する調査、研究

を推進するため、現地を訪問し、経済、観光の需要調査や意見交換などを行った。ま

た、秋田商工会議所常議員会において、東南アジア、台湾及び韓国からの観光客誘致

に関する具体的提言を行った。 

地域環境研究センター（ＣＲＥＳＩ）では、秋田市の６次産業化プロジェクトの一
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環である「地元食材を使用した商品開発」の依頼を受け、本学の学生６名が土産品の

開発を行った。また、平成 22 年度から３カ年かけて県内全域の民俗芸能を調査して

作成したデータベース「秋田民俗芸能アーカイブス」をインターネット上で発信する

とともに、当該調査を通して作成した 300 件以上の民俗芸能に関する映像（ＤＶＤ）

を本学図書館をはじめ、市町村の図書館や教育委員会、小・中学校等に配布すること

により、その成果を地域に還元した。 

 

３．効率的・効果的な大学運営について 

 

  公立大学法人としての迅速な意思決定と効果的な事業実施のため、教育研究会議や教授会な

ど教学分野を司る組織との役割分担を明確にしたうえで、大学経営会議を中心とした運営体制

を構築し事業を推進している。 

教員については、３年の任期制及び年俸制を維持し、業績主義による効率的な人事制度を

構築するとともに、テニュア制度の最適化を目標に関係規程の改正を行った。今後も優れた

教員に長期の安定した雇用の場の提供することで、教員及び法人の教育・研究活動の一層の

充実を図っていく。 

  経営の安定化を図るため、多様な自己財源の確保に努めるとともに、予算執行にあたっては、

全体的な経費の節減を図り、今後も業務の進捗状況を見極めながら、適切で計画的な執行に努

めていく。 

 

４．決算について  

 

(1) 経営状況 

 ① 経営成績 

 平成 26 年度の経営成績は、経常収益合計 22 億 9,794 万円で、経常費用合計が 22 億 8,378

万円となり、差し引き1,416 万円の当期純利益であったが、9,454 万円の目的積立金の取崩も

あり、1億870万円の当期総利益となった。 

 収入については、受験者数や入学手続者数が見込みを上回り、これらに係る学生納付金収入

が見込みに比較すると3,926万円の増となっている。支出については、一般管理費など前年度

と比較して経費が増加しているものがある一方、計画的な執行により、全体的な経費削減に努

めている。 

 

 ② 財政状態 

 平成 26年度の財政状態は、資産総額が68億 1,155 万円で、負債総額が14億 2,012 万円、

純資産総額が53億9,143万円となっている。 
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 資産の内訳は、固定資産が59億554万円、流動資産が9億601万円であり、負債の内訳は、

未払金、預り金などの流動負債が7億2,593万円、資産勘定の相手方勘定として計上された資

産見返物品受贈額、県からの長期借入金などの固定負債が6億9,420万円である。純資産は、

資本金が県から出資された建物13億 9,326 万円、秋田市から出資された土地5億 384 万円と

なっており、資本剰余金が県からの補助金により取得した土地 4億 6,219 万円、建物等 46 億

6,667万円などである。 

 

(2) 利益の処分 

  当期総利益は、学生の確保、経費の削減等経営努力に努めた結果であり、剰余金については、

専門職大学院に係るものについては、地方独立行政法人法第40条第１項に基づく積立金、その

他のものについては同法同条第３項に基づき中期計画で定める教育研究の質の向上、組織運営

及び施設整備の改善を図るための経費に充てることを目的とした積立金として、より充実した

大学運営に資することとしたい。 
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公立大学法人国際教養大学中期目標 

 

大学の基本的な目標 

 

国際教養大学は、グローバル化の進展を背景として、開学以来、幅広い知識と柔軟な

思考に基づく判断力を兼ね備えた実践的な人材の養成を目指して、「豊かな教養教育」

と「実践的な外国語のコミュニケーション能力」を基盤とする新しい大学像を提案、実

現してきた。 

グローバル化が一層加速するこれからの「知識基盤社会」においては、絶え間ない競

争の一方で、多様な文化の尊重が求められるため、より深い教養に基づく実践力ある人

材が必要とされている。また、急激な少子化に伴い、各大学においては生き残りをかけ

た取り組みが求められている。こうした認識の下、国際教養大学は、第２期の６年間に

おける基本的な目標を次のとおり掲げ、更なる飛躍を図るものとする。 

 

① 教育重視の大学として、「外国語、特に英語の実践的な運用能力」、「人文科学、

社会科学、自然科学及び芸術等の広範な領域にわたるグローバルな教養への深い理

解」及び「自己の関心分野の知的深化」を目的とする「国際教養（インターナショ

ナル・リベラルアーツ）」教育の実践により、厳しい国際社会においてリーダーシ

ップを発揮し活躍できる有為な人材を養成し、広く社会に輩出することを目指す。 

 

② 大学の有する様々な有形無形の資源を活用した地域貢献の実践により、より一層

県民や社会の期待に応え、「教育立県あきた」を代表する大学として「県民の誇り

となる大学」を目指す。 

 

③ 第２期６年間を大学の総合的価値を向上させる期間と位置づけ、革新的で持続可

能な運営の推進により、国内トップレベルの「競争力」と「存在感」を示していく

ことによって、秋田県ひいては日本の誇る「リベラルアーツ」大学として国内外に

広く認められることを目指す。 

 

Ⅰ 中期目標の期間 

２０１０(平成２２)年４月１日から２０１６(平成２８)年３月３１日までの６年間 

 

Ⅱ 教育研究に関する目標 

１ 教育の質の向上及び充実 

（１）卓越した外国語運用能力の養成 
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「国際教養」教育の実践及び真に国際社会で通用する人材の育成に必要な英語

その他の言語運用能力の養成を行う。 

（２）「国際教養」教育の推進 

豊かな知識とグローバルな視点の習得により知的探求心の向上を図るとともに、

実践的な思考能力、分析能力及び発信力の涵養並びに日本人としてのアイデンテ

ィティーの確立を促すことによって、国際社会及び地域社会においてリーダーシ

ップを発揮し、活躍できる人材を育成する。 

（３）留学生に対する教育の充実 

日本語はもとより、日本の社会、歴史、文化、政治、経済等を総合的に学び、

日本を理解するための教育の充実を図る。 

（４）グローバル・コミュニケーション実践に係る専門職大学院教育 

英語教育実践、日本語教育実践及び発信力実践分野における高度専門職業人と

して相応しい専門的な知識と技術の習得を目指した実践的な教育を行う。 

 

２ 学生の確保 

（１）県内外からの学生の受け入れ 

県内をはじめ全国から、知的探求心をもつ、積極的で社会貢献に意欲的な学生

を広く募集し、確保する。 

また、県内出身入学者が着実に拡大するよう、有効な手立てを講ずる。 

（２）留学生の受け入れ 

多様な異文化交流ができるキャンパス環境の確保とともに、国際的に活躍でき

る人材を育成するため、日本人学生と切磋琢磨し成長できる優秀な留学生を世界

各国・各地域から受け入れる。 

（３）社会人等学生の受け入れ 

リカレント教育など学習機会の継続的な提供を行い、学習意欲の高い社会人や

他大学からの編入学生を確保する。 

（４）大学院学生の受け入れ 

高度なコミュニケーションの理論と実践力を身につけ、グローバル社会におけ

る高度専門職業人を目指す人材を、国内外から広く募集し、確保する。 

 

３ 学生支援 

（１）学習の支援 

学生が自ら意欲を持って課題を探求し、解決する学習能力を身に付けるよう適

切な履修支援を行う。 

（２）学生生活の支援 

学生が安心して勉学や課外活動に取り組めるよう学生生活に対する的確な支援
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を行う。 

（３）進路指導及びキャリア支援 

初年次からキャリア教育を展開し、学生の進路選択と決定に向けて、個別の学

生に応じた適切なキャリア支援を行うとともに、県内企業等への就職の促進に取

り組む。 

 

４ 研究の質の向上及び充実 

（１）「国際教養」教育に資する研究の推進 

国際教養に係る教育内容の質保証及び教授法の改善に係る研究を推進するとと

もに、各教員が絶えざる自己研鑽に努め、「国際教養」教育の確立を図る。 

（２）研究成果の集積と公表 

学内の教育・研究に関する成果を集積するとともに、広く社会に提供する。 

（３）学術交流の促進 

国際水準の教育研究を維持、向上させるため、国内外の教育研究機関との共同

研究や学術交流の拡充を図る。 

 

Ⅲ 社会貢献に関する目標 

１ 教育機関との連携 

（１）地域の学校等との連携 

「教育立県あきた」を実現するため、県内の小中高校等と連携し、英語や国際

理解活動などの取り組みに対し、積極的な支援を行う。 

（２）県内高等教育機関との連携 

「大学コンソーシアムあきた」に積極的に参画し、県内高等教育機関との交流・

連携を強化するとともに、県内学生等に幅広く学習機会を提供する。 

 

２ 国際化推進の拠点 

（１）卒業生及び留学生ネットワークの形成 

本県の国際化の推進に資するよう、卒業生や帰国後の留学生を包含する国際的

なネットワークを構築する。 

（２）東アジア交流等の促進 

本県と諸外国、特に東アジア地域との交流促進に資する人材の育成や文化交流

に取り組むとともに、県内企業等による環日本海諸国等へのグローバルな展開を

支援する。 

 

３ 地域社会との連携 

（１）多様な学習機会の提供 
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県民のニーズを的確に把握して、地域コミュニティの知力や学ぶ意欲の向上に

つながるよう公開講座等の多様な学習機会を提供する。 

（２）地域活性化への支援 

県内自治体等の地域振興及びまちづくり事業など、秋田県を活性化させるため

の取り組みについて、積極的な支援を行う。 

（３）大学資源の活用と開放 

県内諸団体や地域の取り組みと連携し、大学の知的人的資源を活用して様々な

活動を展開するとともに、大学の保有する施設を積極的に開放する。 

 

Ⅳ 大学経営の改善に関する目標 

１ 業務運営の改善及び効率化 

（１）組織運営の体制 

理事長のリーダーシップの下、大学の叡智を結集するとともに、迅速な意思決

定に基づき革新的かつ持続可能な組織運営に努める。 

（２）大学運営の高度化 

自己点検・評価、学生による授業評価、卒業生に係る調査等の結果を反映した、

業務内容や組織の持続的な改善により、大学運営の更なる高度化を図る。 

（３）人事の最適化 

教職員の業績に関する多角的な評価を通じて、最適な人事管理を実現するとと

もに、組織的な教職員の能力開発への取り組みを通して、優秀な教職員を確保・

養成する。 

 

２ 財務内容の改善 

（１）財政基盤の強化 

経営の安定化を図るため、法人の創意工夫により、自己財源の確保など財政基

盤の強化に努める。 

（２）経費の節減 

地域に支えられた大学であることを踏まえ、徹底した業務の合理化により、経

費の節減を図る。 

 

３ 自己点検評価等の実施及び情報公開 

（１）自己点検評価等 

大学の教育・研究、組織運営に係る自己点検・評価を定期的に実施する。 

また、国際基準による教育・研究の質及び組織運営を評価、検証するため、国

内外の有識者による外部評価を定期的に行うとともに、認証評価機関による認証

評価を実施する。  
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（２）情報公開 

自己点検・評価及び外部評価の結果をはじめ、大学運営に関する計画、財政状

況、社会貢献の実績など、大学の責務に係る情報を徹底して開示する。 

 

４ その他業務運営に関する重要事項 

（１）安全管理体制の整備 

安全管理及び危機管理に関する体制を充実させ、より安全なキャンパス環境を

確立する。 

（２）教育研究環境の整備 

施設設備の適切な維持管理と整備に努め、良好な教育研究環境を確保する。 
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